
第
二
節
　
阪
神
・
淡
路
大
震
災
と
県
財
政
へ
の
多
大
な
負
荷

一
　
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
復
興
財
源
確
保

兵
庫
県
の
歳
入
・

歳
出
決
算
の
状
況

こ
の
時
期
の
歳
出
の
特
徴
は
、
何
よ
り
阪
神
・
淡
路
大
震
災
へ
の
対
応
と
し
て
平
成
七
（
一
九
九
五
）
年

度
の
総
額
が
大
幅
に
拡
大
し
た
こ
と
で
あ
る
（
図
3
参
照
）。
県
や
被
災
市
町
で
は
、
一
六
兆
三
〇
〇
〇
億

円
に
及
ん
だ
復
興
事
業
の
実
施
の
た
め
、
多
額
の
地
方
債
の
発
行
を
余
儀
な
く

さ
れ
、後
年
度
の
財
政
を
大
き
く
圧
迫
す
る
こ
と
と
な
っ
た
（
表
8
、図
4
参
照
）。

　
平
成
十
七
年
度
の
県
の
歳
入
・
歳
出
も
突
出
し
て
い
る
が
、
そ
の
要
因
の
一

つ
と
し
て
、
県
と
神
戸
市
が
共
同
で
設
立
し
た
阪
神
・
淡
路
大
震
災
復
興
基
金

（
以
下
、
復
興
基
金
）
が
関
係
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
平
成
七
年
は
、
復
興
基

金
へ
の
貸
付
・
出
資
金
四
〇
〇
〇
億
円
を
県
債
で
調
達
し
た
こ
と
に
よ
り
、
十

七
年
は
、
復
興
基
金
か
ら
貸
付
金
が
返
還
さ
れ
前
述
の
県
債
を
償
還
し
た
こ
と

に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
増
加
し
た
も
の
で
あ
る
（
復
興
基
金
に
つ
い
て
は
第
三
章
第

二
節
二
の
「
復
興
基
金
の
設
置
」
参
照
）。

　
歳
出
の
費
目
別
で
は
、
震
災
に
対
応
す
る
た
め
の
災
害
復
旧
事
業
の
本
格
化

に
伴
っ
て
災
害
復
旧
事
業
費
が
著
し
く
伸
び
た
ほ
か
、
復
興
基
金
に
関
連
す
る

第三編　阪神・淡路大震災と創造的復興

52



投
資
及
び
出
資
金
、
貸
付
金
が
大
幅
な
伸
び
を
示
し
た
。
目
的
別
で

見
る
と
、
復
興
基
金
へ
の
出
資
・
貸
付
が
あ
っ
た
総
務
費
や
、
被
災

し
た
商
工
業
者
へ
の
貸
付
な
ど
産
業
復
興
の
た
め
の
貸
付
金
が
大
き

く
増
加
し
た
商
工
費
、
公
共
施
設
の
復
旧
の
た
め
の
災
害
復
旧
費
が

大
き
く
伸
び
て
い
る
（
図
5
参
照
）。
そ
の
後
、
こ
れ
ら
一
時
的
な
緊

急
対
策
経
費
の
減
等
に
よ
り
歳
出
規
模
は
減
少
し
た
が
、
平
成
十
七

年
度
に
は
、
復
興
基
金
へ
の
貸
付
金
の
た
め
に
発
行
し
た
県
債
の
元

金
償
還
等
に
よ
り
一
時
的
に
増
加
し
て
い
る
。

　
歳
入
も
、
歳
出
同
様
、
平
成
七
年
度
と
十
七
年
度
が
大
き
く
伸
び

て
い
る
。
平
成
七
年
度
は
県
債
収
入
や
災
害
復
旧
事
業
に
対
す
る
国

庫
支
出
金
の
増
、
平
成
十
七
年
度
は
復
興
基
金
か
ら
の
貸
付
金
の
返

還
や
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
の
一
般
財
源
化
に
伴
う
地
方
特
例

交
付
金
及
び
本
格
的
な
税
源
移
譲
ま
で
の
措
置
と
し
て
設
け
ら
れ
た

地
方
譲
与
税
等
に
よ
る
。
こ
の
間
、
復
興
事
業
等
に
対
応
す
る
た
め
、

県
債
の
発
行
や
基
金
の
活
用
を
図
っ
た
結
果
、
県
債
残
高
は
震
災
前

の
約
一
・
一
兆
円
か
ら
約
二
・
八
兆
円
に
激
増
す
る
一
方
、
基
金
残

高
は
ピ
ー
ク
時
の
約
四
〇
〇
〇
億
円
か
ら
約
一
五
〇
〇
億
円
に
激
減

　　　　　　表 8　阪神・淡路震災復興計画における分野別復興事業費 （単位：億円）
分　　野 国 県 市町 復興

基金
その他 合計

国関係
団体

県市町関
係団体

民間事
業者等

計

1　�21世紀に対応した福祉の�
まちづくり

9,400 4,410 3,240 2,710 4,632 3,321 637 8,590 28,350

2　�世界に開かれた文化豊かな�
社会づくり

1,350 1,090 960 190 58 52 110 3,700

3　�既存産業が高度化し次世代産業も
たくましく活動する社会づくり

9,940 6,040 2,690 540 2,596 7,694 10,290 29,500

4　�災害に強く安心して暮らせる�
都市づくり

1,200 710 1,170 30 23 17 40 3,150

5　�多核・ネットワーク型都市圏の�
形成

39,090 10,710 20,990 30 17,968 1,682 7,830 27,480 98,300

合　　計 60,980 22,960 29,050 3,500 22,600 7,680 16,230 46,510 163,000

 （『伝える改訂版』より引用）
国：約 8兆円

被災地：約 8兆円
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し
た
。

　
こ
の
時
期
の
実
質
単
年
度
収
支
が
、
県
内
で
六
〇
〇
〇
人
を
超
え
る
死
者
、
約
二
五
万
棟
の
家
屋
被
害
、
被
害
総
額
約
一
〇

兆
円
を
数
え
た
阪
神
・
淡
路
大
震
災
直
後
に
マ
イ
ナ
ス
に
振
れ
る
の
は
仕
方
が
な
い
。
問
題
は
全
国
的
な
経
済
状
況
に
左
右
さ
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れ
た
回
復
の
困
難
で
あ
っ
た
。
阪
神
・
淡
路
大
震
災
が
起
こ
っ

た
平
成
六
年
度
か
ら
十
七
年
度
の
一
二
年
間
の
内
、
平
成
九
年

と
十
二
年
を
除
く
一
〇
年
が
赤
字
と
な
る
厳
し
い
状
況
で
あ
っ

た
。
兵
庫
県
の
財
政
力
指
数
は
平
成
六
年
の
〇
・
六
七
八
か
ら

十
六
年
の
〇
・
四
六
九
ま
で
低
下
し
、
以
後
、
回
復
基
調
に
転

じ
て
い
く
。
こ
の
時
期
の
財
政
運
営
が
い
か
に
厳
し
か
っ
た
か

が
う
か
が
え
る
。

　
当
時
の
財
政
課
幹
部
は
「
兵
庫
県
財
政
は
歳
出
面
で
震
災
関

連
経
費
の
新
規
発
生
、
歳
入
面
で
は
震
災
に
よ
る
減
収
と
景
気

後
退
に
よ
る
減
収
と
い
う
三
重
苦
に
あ
え
い
だ
」
と
一
〇
年
目

に
総
括
し
て
い
る
（『
翔
べ
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
』）。
そ
の
上
で
震
災

前
後
の
数
年
間
に
国
の
経
済
対
策
の
た
め
の
補
正
予
算
が
編
成

さ
れ
、「
そ
の
中
で
公
共
事
業
系
統
の
復
興
事
業
が
国
庫
補
助

金
と
、
充
当
率
一
〇
〇
％
で
そ
の
元
利
償
還
金
が
交
付
税
で
措

置
さ
れ
る
補
正
予
算
債
と
で
財
源
措
置
さ
れ
た
の
は
、
兵
庫
県

に
と
っ
て
不
幸
中
の
幸
い
で
あ
る
」
と
全
国
民
の
負
担
に
感
謝
し
た
。
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発
災
直
後
の
財
政
対

応
（
平
成
六
年
度
）

平
成
六
年
十
一
月
に
三
選
を
果
た
し
た
貝
原
俊
民
知
事
は
、
平
成
七
年
一
月
十
七
日
、
発
災
日
を
迎
え

る
。
昭
和
六
十
一
（
一
九
八
六
）
年
か
ら
、
二
〇
〇
一
年
を
目
標
年
度
と
す
る
兵
庫
二
〇
〇
一
年
計
画

が
一
五
年
計
画
と
し
て
進
め
ら
れ
て
い
た
。
阪
神
・
淡
路
大
震
災
が
襲
っ
た
の
は
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
県
税
収
入
の
減
少
と
景
気

対
策
と
し
て
財
政
支
出
の
増
加
が
複
数
年
続
い
た
厳
し
い
タ
イ
ミ
ン
グ
で
あ
っ
た
。

　
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
発
生
は
財
政
に
も
大
き
な
影
響
を
与
え
た
。
震
災
を
受
け
て
貝
原
は
、
平
成
七
年
一
月
二
十
九
日
の

県
議
会
で
創
造
的
復
興
を
目
指
す
意
欲
を
示
し
た
上
で
、「（
復
興
）
計
画
の
推
進
に
は
、
従
来
の
法
制
度
の
枠
を
超
え
る
大
胆

な
手
法
、
思
い
切
っ
た
資
金
の
投
入
が
必
要
で
あ
り
ま
す
」
と
述
べ
た
。

　
同
年
二
月
に
は
、「
県
税
収
入
は
前
年
度
の
当
初
予
算
額
を
大
き
く
落
ち
込
む
見
込
み
で
あ
り
、
ま
た
、
前
述
の
と
お
り
、

納
付
期
限
の
延
長
、
減
免
等
の
特
例
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
も
あ
っ
て
、
そ
の
見
通
し
が
現
段
階
で
は
不
透
明
」
と
資
金
面

の
不
安
を
述
べ
た
上
で
、「
各
種
基
金
の
取
り
崩
し
、
県
債
の
発
行
等
に
よ
り
、
で
き
る
限
り
の
財
源
確
保
に
努
め
、
災
害
復
旧
、

復
興
対
策
に
も
全
力
を
挙
げ
る
」
と
述
べ
、
事
業
の
執
行
に
は
従
来
以
上
の
「
節
約
、
工
夫
」
を
行
い
、
さ
ら
に
「
職
員
定
数

の
見
直
し
を
行
う
ほ
か
、
他
府
県
か
ら
の
応
援
職
員
等
を
受
け
入
れ
て
ま
い
り
ま
す
が
、
そ
の
執
行
に
当
た
っ
て
は
、
効
果
的
、

効
率
的
な
体
制
を
確
立
し
て
い
く
所
存
で
あ
り
ま
す
。
か
か
る
事
態
に
当
た
り
、
特
別
職
等
の
給
料
月
額
の
減
額
措
置
を
講
ず

る
こ
と
と
い
た
し
ま
し
た
」
と
人
件
費
削
減
に
も
踏
み
込
む
方
針
を
語
っ
た
。

　
県
は
す
ぐ
に
国
と
や
り
と
り
を
始
め
、
激
甚
災
害
へ
の
指
定
や
そ
の
中
で
の
地
元
負
担
率
の
低
減
を
求
め
た
と
こ
ろ
、
国
は

「
阪
神
・
淡
路
大
震
災
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政
援
助
及
び
助
成
に
関
す
る
法
律
」
を
制
定
し
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
激

甚
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政
援
助
等
に
関
す
る
法
律
の
適
用
基
準
を
緩
和
し
て
適
用
に
道
を
ひ
ら
く
と
と
も
に
補

第三編　阪神・淡路大震災と創造的復興

56



助
率
の
嵩
上
げ
や
支
援
対
象
の
拡
大
が
行
わ
れ
た
。
平
成
七
年
二
月
か
ら
翌
八
年
一
月
ま
で
阪
神
・
淡
路
復
興
委
員
会
が
設
置

さ
れ
、
復
興
策
が
検
討
さ
れ
た
。
結
果
、
復
興
は
住
民
と
地
方
自
治
体
を
中
心
に
進
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
、
被
災
自
治
体
が

事
業
を
展
開
し
、
国
が
支
援
す
る
形
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
復
旧
を
超
え
る
復
興
事
業
は
基
本
的
に
地
域
の
問
題
と
し
て
扱
わ

れ
、
国
庫
補
助
金
の
補
助
率
の
嵩
上
げ
は
基
本
的
に
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
た
め
、
多
額
の
地
方
債
が
発
行
さ
れ
、
以
後
の
県
財

政
を
圧
迫
し
て
い
く
。

震
災
後
の
財
政
見
通
し
と
行

財
政
改
革
（
平
成
七
年
度
）

兵
庫
県
に
は
被
災
一
〇
市
一
〇
町
の
他
に
被
災
し
て
い
な
い
一
一
市
六
〇
町
が
あ
っ
た
。
被
災

地
域
の
復
興
と
と
も
に
県
内
全
域
の
地
域
バ
ラ
ン
ス
に
も
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
平
成

七
年
度
当
初
予
算
案
は
骨
格
予
算
と
し
て
作
成
し
、
そ
の
際
に
は
特
に
各
会
派
の
執
行
部
の
議
員
に
協
議
の
電
話
を
し
て
了
解

を
得
た
（
通
常
は
各
会
派
と
の
会
合
等
で
調
整
が
図
ら
れ
て
い
る
）。
収
支
不
足
と
し
て
六
〇
〇
〇
億
円
が
見
込
ま
れ
、
県
の
努
力

で
不
足
の
二
分
の
一
は
解
消
し
、
残
り
の
二
分
の
一
は
国
の
支
援
を
求
め
る
方
針
を
立
て
た
。
財
源
に
は
地
方
債
を
あ
て
、
今

の
県
民
と
次
世
代
の
県
民
に
負
担
を
求
め
る
こ
と
に
し
た
。
起
債
比
率
は
従
来
の
一
〇
％
は
超
え
て
も
一
五
％
台
以
下
と
す
る

よ
う
に
努
め
る
こ
と
に
し
た
。
五
月
に
国
の
第
一
次
補
正
予
算
が
成
立
し
た
。
こ
れ
を
受
け
て
骨
格
予
算
に
肉
付
け
予
算
を
加

え
て
い
く
形
で
編
成
し
て
い
っ
た
。
六
月
補
正
後
の
平
成
七
年
度
予
算
は
前
年
度
当
初
予
算
の
五
一
・
三
％
増
、
特
別
会
計
・

企
業
会
計
を
加
え
た
全
会
計
で
は
前
年
度
当
初
予
算
の
四
四
・
七
％
増
と
な
っ
た
。

　
復
興
に
際
し
て
は
国
に
財
政
支
援
措
置
の
拡
充
を
求
め
る
と
同
時
に
、
県
自
身
も
震
災
に
よ
る
実
質
的
な
収
支
不
足
に
対
応

す
る
た
め
に
行
政
経
費
の
抑
制
と
投
資
単
独
事
業
の
抑
制
に
努
め
た
。
平
成
七
年
十
二
月
に
設
置
さ
れ
た
行
財
政
改
革
推
進
委

員
会
（
座
長
：
三
木
信
一
神
戸
商
科
大
学
学
長
）
が
八
年
三
月
に
報
告
書
を
提
出
し
た
。
こ
れ
を
受
け
て
七
月
、「
行
財
政
改
革
実
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施
計
画
」（
平
成
八
～
十
年
度
）
を
策
定
し
た
。
こ
の
時
の
行
財
政
改
革
の
本
丸
は
財
政
上
の
死
活
的
必
要
と
言
う
よ
り
は
震
災

以
前
か
ら
の
時
代
の
変
化
に
応
じ
た
新
た
な
行
政
像
が
あ
り
、
長
期
的
な
財
政
イ
メ
ー
ジ
が
あ
っ
た
。
県
が
毎
年
発
表
し
て
い

る
県
政
一
〇
大
ニ
ュ
ー
ス
に
お
い
て
も
、
こ
の
頃
の
行
財
政
改
革
は
地
方
分
権
の
推
進
と
一
緒
に
扱
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
時
の

行
財
政
改
革
の
キ
ー
ワ
ー
ド
は
リ
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
の
推
進
で
あ
り
、
平
成
十
年
度
に
は
外
郭
団
体
を
統
廃
合
し
て
一
〇
団

体
の
削
減
を
行
っ
た
。

　
応
急
仮
設
住
宅
な
ど
当
面
の
生
活
復
興
は
着
実
に
進
む
も
、
平
成
十
年
度
に
な
る
と
全
国
的
な
景
気
の
低
迷
が
被
災
地
の
復

興
を
中
折
れ
さ
せ
て
い
く
。
日
本
経
済
は
平
成
九
年
度
、
十
年
度
は
二
年
連
続
で
マ
イ
ナ
ス
成
長
と
な
っ
た
。
平
成
十
年
の
県

政
一
〇
大
ニ
ュ
ー
ス
で
も
「
厳
し
い
経
済
、
雇
用
情
勢
か
ら
の
早
期
脱
却
に
全
力
―
過
去
最
大
規
模
の
総
合
経
済
・
雇
用
対
策

を
臨
時
県
議
会
で
編
成
」
と
い
う
項
目
が
採
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
国
政
で
は
そ
の
間
、平
成
九
年
に
地
方
消
費
税
（
税
率
一
％
）

が
創
設
さ
れ
た
。
そ
し
て
平
成
十
年
七
月
に
小お

渕ぶ
ち

恵け
い

三ぞ
う

内
閣
が
誕
生
し
、
今
度
は
財
政
拡
大
路
線
に
舵
が
切
ら
れ
た
。

二
　
被
災
地
負
担
の
重
荷
を
背
負
っ
て
─
行
財
政
改
革
の
推
進

行
財
政
構
造
改
革
元
年
の

危
機
感（
平
成
十
一
年
度
）

平
成
十
年
十
月
の
選
挙
で
四
選
を
果
た
し
た
貝
原
は
、
緊
急
の
戦
略
的
復
興
事
業
が
終
了
し
た
平

成
十
一
年
度
の
県
予
算
編
成
時
に
今
後
の
財
政
見
通
し
が
か
な
り
厳
し
い
こ
と
を
実
感
し
た
と
い

う
。
平
成
十
一
年
は
震
災
復
興
の
中
間
年
に
あ
た
る
。
貝
原
は
自
身
の
手
で
行
財
政
構
造
改
革
に
道
筋
を
つ
け
て
か
ら
後
任
者

に
県
政
を
引
き
継
ぐ
べ
き
だ
と
考
え
た
。

　
平
成
十
一
年
二
月
九
日
、
貝
原
は
当
初
予
算
記
者
発
表
の
場
で
同
年
を
「
行
財
政
構
造
改
革
元
年
」
と
位
置
づ
け
た
。
貝
原
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は
二
月
の
県
議
会
で
、「
行
政
と
民
間
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
の
広
が
り
、
さ
ら
に
は
い
わ
ゆ

る
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
導
入
な
ど
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
公
民
協
働
へ
の
大
き
な
流
れ
が
生
ま
れ
つ
つ
あ
り
ま
す
。
一
方
、
長
引
く
不
況

の
中
、
社
会
経
済
構
造
は
確
実
に
転
換
し
つ
つ
あ
り
、
も
は
や
か
つ
て
の
よ
う
な
右
肩
上
が
り
の
経
済
成
長
は
望
む
べ
く
も
な

く
、
本
県
の
財
政
環
境
は
今
後
と
も
厳
し
い
局
面
が
続
く
も
の
と
予
測
さ
れ
ま
す
。
こ
う
し
た
中
に
あ
っ
て
、
今
後
に
お
い
て

は
、
国
や
市
町
、
民
間
と
の
役
割
分
担
を
明
ら
か
に
し
つ
つ
、
新
し
い
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
健
全
な
県
政
運
営
を
実
行
し
て
い

く
こ
と
が
肝
要
で
あ
り
ま
す
」
と
述
べ
た
。

　
四
月
、
知
事
を
本
部
長
と
す
る
「
行
財
政
構
造
改
革
本
部
」
が
設
置
さ
れ
、
県
議
会
も
「
行
財
政
構
造
改
革
調
査
特
別
委
員

会
」
を
設
置
し
て
、
行
政
部
門
で
の
検
討
と
並
行
す
る
形
で
一
年
か
け
て
行
財
政
構
造
改
革
を
議
論
し
て
い
っ
た
。
す
で
に
動

い
て
い
た
行
財
政
改
革
推
進
委
員
会
に
も
検
討
を
求
め
、
市
町
と
も
調
整
し
た
。
改
革
の
枠
組
み
と
総
点
検
基
準
を
示
す
「
取

組
み
方
針
（
案
）」
と
、具
体
案
に
及
ぶ
「
推
進
方
策
（
案
）」
の
検
討
が
進
め
ら
れ
た
。
そ
の
中
で
福
祉
に
つ
い
て
変
更
を
加
え
、

十
月
二
十
九
日
に
「
行
財
政
構
造
改
革
推
進
方
策
（
案
）」
を
決
定
し
、
公
表
し
た
。

　
案
が
策
定
さ
れ
る
と
、
県
民
へ
の
周
知
が
図
ら
れ
、
意
見
が

求
め
ら
れ
た
。
知
事
自
身
が
編
集
し
た
『
成
熟
社
会
へ
の
道
』

と
い
う
文
書
を
各
方
面
に
配
布
し
た
。「
県
民
だ
よ
り
ひ
ょ
う

ご
」
を
行
財
政
構
造
改
革
の
臨
時
特
集
号
と
し
て
全
世
帯
に
配

布
し
た
。

　
平
成
十
二
年
一
月
二
十
七
日
に
県
と
市
町
長
と
の
定
例
協
議

写真 18　行財政構造改革元年
を報じる新聞（神戸
新聞平成 11（1999）
年 2月 15 日）
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の
場
で
あ
る
県
政
懇
話
会
で
お
お
む
ね
了
解
す
る
旨
の
意
見
表
明
を
得
た
。
二
月
十
七
日
、
平
成
二
十
年
度
ま
で
の
一
〇
年
間

に
お
け
る
基
本
的
な
改
革
の
方
向
と
具
体
的
な
取
組
を
明
ら
か
に
す
る
「
行
財
政
構
造
改
革
推
進
方
策
」
が
知
事
か
ら
記
者
発

表
さ
れ
、
県
民
へ
の
広
報
紙
『
ひ
ょ
う
ご
ｅ
ｙ
ｅ
』
で
も
詳
し
く
説
明
さ
れ
た
。

行
財
政
構
造
改

革
推
進
方
策

平
成
十
一
年
の
県
政
一
〇
大
ニ
ュ
ー
ス
で
は
「
成
熟
社
会
に
ふ
さ
わ
し
い
行
財
政
シ
ス
テ
ム
の
確
立
に
向

け
行
財
政
構
造
改
革
を
推
進
」
と
な
お
も
長
期
的
視
点
か
ら
説
明
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
同
じ
一
〇
大

ニ
ュ
ー
ス
に
は
「
経
済
・
雇
用
の
力
強
い
回
復
に
向
け
事
業
規
模
九
三
〇
〇
億
円
を
超
え
る
景
気
対
策
を
実
施
」
と
二
年
連
続

の
大
規
模
事
業
実
施
が
記
さ
れ
、
も
は
や
待
っ
た
な
し
で
あ
る
。

　
行
財
政
構
造
改
革
の
目
的
は
、
一
〇
年
間
で
約
一
〇
〇
〇
億
円
の
新
規
施
策
財
源
を
確
保
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
Ｐ
Ｆ
Ｉ

（Private Finance Initiative

）
へ
の
取
組
、
一
〇
年
間
の
定
数
削
減
の
見
通
し
な
ど
が
示
さ
れ
、
平
成
十
二
、
十
三
、
十
四
、

十
五
年
度
行
財
政
構
造
改
革
実
施
計
画
が
策
定
さ
れ
た
。

　
な
お
財
政
に
つ
い
て
は
、
広
報
紙
「
ひ
ょ
う
ご
ｅ
ｙ
ｅ
」
で
毎
年
の
方
針
や
総
額
等
が
県
民
に
伝
わ
る
よ
う
一
貫
し
て
記
載

さ
れ
て
い
る
。

　
こ
の
間
、
平
成
十
一
年
九
月
が
終
期
で
あ
っ
た
法
人
県
民
税
法
人
税
割
の
超
過
課
税
措
置
に
つ
い
て
、
六
月
の
県
議
会
に
提

案
し
、
再
び
実
施
理
由
を
変
え
て
、「
す
べ
て
の
県
民
が
ス
ポ
ー
ツ
を
中
心
と
し
た
地
域
の
活
動
に
参
加
で
き
る
環
境
を
整
え
、

そ
う
し
た
活
動
を
通
じ
て
親
子
の
ふ
れ
あ
い
を
促
進
し
、
心
身
と
も
に
健
全
な
青
少
年
の
育
成
を
図
る
」
こ
と
を
目
的
に
、
五

年
間
、
延
長
し
た
（
翌
年
に
は
、
法
人
事
業
税
超
過
課
税
の
延
長
も
行
っ
た
）。
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営
及
び
経
済
社
会
の
構
造
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
、以
後
、「
骨
太
の
方
針
」

と
呼
ば
れ
る
基
本
方
針
は
毎
年
決
定
さ
れ
る
。
平
成
十
三
年
度
か
ら
十
八
年
度
ま
で
、
先
の
第
一

次
地
方
分
権
改
革
に
続
く
お
金
の
分
権
と
し
て
「
三
位
一
体
の
改
革
」
が
続
け
ら
れ
た
。
国
庫
補

助
負
担
金
改
革
、税
源
移
譲
、交
付
税
改
革
を
三
位
一
体
で
検
討
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
っ

て
地
方
交
付
税
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
た
。
そ
の
間
、
平
成
十
四
年
八
月
に
人
事
院
が
初
の
公
務
員

給
与
マ
イ
ナ
ス
勧
告
を
行
っ
た
。
平
成
十
八
年
十
二
月
に
は
地
方
分
権
改
革
推
進
法
が
成
立
し
た
。

な
お
、
全
国
知
事
会
の
三
位
一
体
改
革
研
究
会
に
は
井
戸
が
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
画
し
た
。

　
地
方
自
治
に
と
っ
て
重
要
な
も
う
一
つ
の
制
度
改
革
と
し
て
平
成
十
五
年
に
実
現
し
た
法
人
事

業
税
の
外
形
標
準
課
税
が
あ
る
。
平
成
十
二
年
九
月
に
貝
原
は
政
府
税
制
調
査
会
委
員
に
就
任
し
、

知
事
退
任
後
も
二
年
間
委
員
と
し
て
か
か
わ
っ
た
。
こ
れ
は
増
税
・
減
税
と
い
っ
た
税
収
の
多
寡

で
は
な
く
負
担
の
公
平
を
求
め
る
制
度
整
備
で
あ
っ
た
が
、
不
況
が
長
引
く
中
で
不
公
平
が
増
し

て
い
た
。
都
道
府
県
に
と
っ
て
も
増
収
に
な
る
と
こ
ろ
と
減
収
に
な
る
と
こ
ろ
が
出
る
が
、
も
と

井
戸
県
政
の
発
足
と
二
一

世
紀
兵
庫
の
財
政
像

貝
原
は
平
成
十
三
年
一
月
に
任
期
途
中
の
辞
任
を
考
え
、
七
月
末
に
辞
任
し
た
。
後
を
兵
庫
県
生

ま
れ
で
自
治
省
か
ら
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
翌
年
の
平
成
八
年
に
副
知
事
に
就
い
て
い
た
井
戸
敏

三
が
継
ぎ
、
十
三
年
八
月
一
日
、
知
事
に
就
任
し
た
。

　
井
戸
が
知
事
と
な
る
平
成
十
三
年
の
四
月
二
十
六
日
に
小こ

泉い
ず
み

純じ
ゅ
ん

一い
ち

郎ろ
う

政
権
が
発
足
し
、
十
八
年
九
月
二
十
六
日
ま
で
五
年

五
カ
月
の
政
権
を
維
持
す
る
。
小
泉
政
権
で
国
の
政
策
基
調
が
再
び
一
変
す
る
。
平
成
十
三
年
六
月
に
「
今
後
の
経
済
財
政
運

内　容 本県の影響
国庫補助負担金改革（税源移譲に係るもの）
税源移譲
地方交付税改革（地方交付税及び臨時財政対策債）

約△1,000 億円
約△1,000 億円
約△� �700 億円

※�地方交付税改革の影響額は、県税収入の増に伴って制度的に減額さ
れる額を除いたもの。
� （「新行財政構造改革推進方策〔新行革プラン〕」より引用）

表 9　三位一体の改革の影響（平成 15 年度と 19 年度との比較）
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も
と
法
人
事
業
税
が
行
政
サ
ー
ビ
ス
へ
の
応
益
、
受
益
負
担
で
あ
る
と
い
う
性
格
に
沿
う
改
革
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
地
方
財
政

に
は
根
本
的
な
問
題
が
あ
り
、
税
収
が
高
い
と
き
に
は
そ
れ
を
サ
ー
ビ
ス
に
振
り
向
け
る
圧
力
が
あ
り
、
税
収
が
低
い
と
き
は

か
え
っ
て
景
気
刺
激
の
た
め
に
財
政
出
動
が
求
め
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
景
気
に
左
右
さ
れ
な
い
税
収
部
分
が
重
要
に
な
る
。

　
平
成
十
四
年
度
か
ら
県
は
県
民
債
を
発
行
し
、
十
五
年
度
か
ら
は
県
と
県
内
市
町
と
の
共
同
発
行
と
な
る
「
の
じ
ぎ
く
債
」

の
発
行
が
始
ま
っ
た
。

　
平
成
十
四
年
十
一
月
、兵
庫
県
税
制
研
究
会
が
「
兵
庫
県
に
ふ
さ
わ
し
い
課
税
自
主
権
の
活
用
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
報
告
」

を
行
っ
た
。
こ
れ
は
地
方
分
権
一
括
法
に
伴
う
地
方
税
法
の
改
正
に
よ
る
課
税
自
主
権
の
拡
大
を
受
け
て
で
あ
っ
た
。
平
成
十

二
年
の
地
方
分
権
一
括
法
で
法
定
外
普
通
税
（
地
方
自
治
体
が
地
域
の
必
要
に
よ
っ
て
設
け
、
使
途
制
限
が
な
い
）
の
許
可
制
が
廃

止
さ
れ
、
法
定
外
目
的
税
（
使
い
道
が
限
定
さ
れ
て
い
る
の
で
課
税
へ
の
同
意
が
得
や
す
い
）
が
導
入
さ
れ
た
。
同
報
告
は
森
林
保

全
の
た
め
の
超
過
課
税
や
法
定
外
目
的
税
等
に
つ
い
て
更
な
る
検
討
を
求
め
た
。
そ
の
後
設
置
さ
れ
た
「
緑
の
保
全
の
た
め
の

税
検
討
委
員
会
」
の
最
終
報
告
（
平
成
十
六
年
十
二
月
）
を
受
け
て
、
県
は
全
て
の
県
民
の
生
活
に
関
わ
る
緑
の
多
様
な
公
益
的

機
能
の
保
全・再
生
を
支
え
る
仕
組
み
と
し
て
、
平
成
十
七
年
三
月
に
、
県
民
緑
税
（
県
民
税
均
等
割
の
超
過
課
税
）
を
導
入
し
た
。

行
財
政
構
造
改
革
の
再
加
速
（
平
成

十
五
年
度
）
と
震
災
一
〇
周
年
の
風
景

平
成
十
五
年
四
月
か
ら
、
行
財
政
構
造
改
革
本
部
は
、
十
一
年
度
に
開
始
し
た
行
財
政

構
造
改
革
に
つ
い
て
総
点
検
を
行
っ
た
。
平
成
十
三
年
度
、
十
四
年
度
と
国
の
経
済
成

長
率
が
マ
イ
ナ
ス
を
記
録
す
る
中
で
、
兵
庫
県
で
も
県
税
収
入
が
減
少
し
、
た
だ
で
さ
え
厳
し
い
行
財
政
構
造
改
革
推
進
施
策

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
更
な
る
経
費
節
減
・
増
収
努
力
を
迫
ら
れ
た
か
ら
で
あ
っ
た
。
県
議
会
も
、
再
び
行
財
政
構
造
改
革
調
査

特
別
委
員
会
を
設
置
し
て
検
討
を
行
っ
た
。
有
識
者
等
で
構
成
す
る
行
財
政
構
造
改
革
推
進
委
員
会
や
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
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月
に
再
選
さ
れ
た
。
九
月
、
郵
政
選
挙
と
呼
ば
れ
た
総
選
挙
で
自
民
党
が
圧
勝
し
、
十
月
に
は
第
三
次
小
泉
純
一
郎
内
閣
が
発

足
し
た
。
十
二
月
九
日
、
竹た
け
中な

か
平へ

い
蔵ぞ

う
総
務
大
臣
の
下
で
「
地
方
分
権
二
一
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
懇
談
会
」
の
立
ち
上
げ
が
表
明
さ
れ
、

平
成
二
十
一
年
度
の
地
方
財
政
健
全
化
法
案
へ
と
つ
な
が
っ
て
い
く
。

ト
に
よ
る
県
民
か
ら
の
意
見
聴
取
、
市
町
と
の

調
整
等
を
経
て
、
翌
十
六
年
二
月
、「
行
財
政

構
造
改
革
推
進
方
策
後
期
五
か
年
の
取
組
み
」

が
策
定
さ
れ
た
。
あ
わ
せ
て
平
成
十
六
、
十
七
、

十
八
、
十
九
年
度
と
行
財
政
構
造
改
革
実
施
計

画
が
策
定
さ
れ
て
い
く
。

　
な
お
、
平
成
十
六
年
で
終
期
を
迎
え
る
法
人

県
民
税
法
人
税
割
の
超
過
課
税
は
、
県
民
交
流

広
場
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に
、
更
に
五
年
間

延
長
さ
れ
た
。

　
平
成
十
七
年
一
月
十
七
日
に
阪
神
・
淡
路
大

震
災
一
〇
周
年
の
朝
を
迎
え
た
。
平
成
十
七
年

度
は
公
債
費
が
跳
ね
上
が
っ
た
。
井
戸
は
、
八

表 10　「行財政構造改革推進方策」に基づく主な改革内容

区分 主な改革内容 効果額
（億円）

組　織 ・�本庁組織を９部体制から全国最少水準の６部体制
に簡素化
・�100 以上の地方機関を総合事務所化し、10 県民
局に再編統合

870

定　員 ・�一般行政部門について平成19年４月までに1,134
人（12.0％）削減

給　与 ［特別職］・給料及び期末手当の10％～３％減額
　　　　・�退職手当の10％減額
［一般職］・管理職手当の10％減額
　　　　・�給与構造改革として､ 給料表の水準を

全体で平均 4.8％引下げ
　　　　・�特殊勤務手当45手当の見直し（H18～

19）

1,020

投資事業・�投資事業費総額（各年度）の削減
・�重点化･効率化（ローカルルールの設定、PFI等）、
「つくる」から「つかう」へ
�・投資事業評価システムの導入

1,900

事務事業・�事業の必要性、有効性、公平性等の観点からす
べての事業の評価を行い、約6,800 件の事業を整
理合理化

3,000

公的施設 ・�宿泊施設や文化・スポーツ・レクリエーション施
設など 21施設を廃止又は市町・民間へ移譲等

外郭団体・平成11年度以降、団体数を8団体（16％）削減
合　　計（平成12年度以降の累計額） 6,790

� （「新行財政構造改革推進方策〔新行革プラン〕」より引用）
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